
通勤定期購入資金貸付実施要領  
（趣旨）  
第１ この要領は、一般財団法人愛媛県教職員互助会給付及び貸付規程（以下

｢規程｣という。）第２４条の２第２項の規定に基づき、通勤定期購入資金の貸

付け（以下｢貸付け｣という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 
（貸付け）  
第２ 会員は、通勤に必要な「通勤定期」を購入する資金が必要な場合におい

て貸付けを受けることができる。  
（貸付限度額）  
第３ 貸付け１回あたりの貸付限度額は、通勤届兼通勤手当認定・確認簿その

他これに相当する書類により届け出て任命権者が決定し、又は改定した通勤

手当の額のうち、通用期間が支給単位期間である定期券の価額とする。ただ

し、第４により貸付けの申込みの際、通勤手当の額が決定され、又は改定さ

れていないときは、任命権者に届け出た乗車券等の額を定期券の価額とみな

す。  
（貸付手続き及び貸付日）   
第４ 貸付けを受けようとする会員（以下「申込者」という。）は、通勤定期購

入資金貸付申込書（様式第 1 号。以下「貸付申込書」という。）に必要事項を

記入し、所属所長を通じて理事長に提出するものとする。  
２ 貸付申込書を受理した理事長は、内容を審査し、貸付けの額等を決定し､貸

付決定通知書（様式第２号）により、所属所長を通じて申込者に通知するも

のとする。  
（貸付金の交付）  
第５ 貸付決定通知を受けた申込者は、速やかに借用証書（様式第３号）を理  
 事長へ提出しなければならない。  
２ 理事長は、申込者から借用証書を受理したときは、直ちに貸付金を交付す

るものとする。  
（償還）  
第６ 借受人は、次の方法により、貸付申込書に記載されている通勤手当支給

予定日の属する月に、貸付金の全額を一括して償還するものとする。  
（１） 愛媛県から給与を支給されている会員 当該給与のうち給料の支給

額からの控除。ただし、何らかの事由により控除できない場合は、当該

会員の給与から貸付金に相当する額を所属所長が徴収し、貸付償還金明



細書（規程別紙様式第１２号）を添えて互助会へ納入するものとする。  
（２） （１）以外の会員 当該会員の給料から貸付金に相当する額を所属  

所長が徴収し、貸付償還金明細書を添えて互助会へ納入。ただし、何ら

かの事由により徴収できない場合は、所属所長はその他の給与から徴収

するものとする。  
（利息）  
第７ 償還金には、利息を付加しないものとする。  
（その他）  
第８ この要領に定めるもののほか、必要な事項は理事長が別に定める。  
 
 附 則  
この要領は、平成 16 年３月 24 日から施行する。  
 
 附 則  
この要領は、平成 18 年４月 1 日から施行する。  
 
 附 則  
（施行期日）  
１ この要領は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。  
（経過措置）  
２ この要領施行の際、現に提出されている改正前の財団法人愛媛県教職員互

助会通勤定期購入資金貸付実施要領（以下「旧要領」という。）様式の規定によ

る申込書等は、改正後の財団法人愛媛県教職員互助会通勤定期購入資金貸付実

施要領による申込書等とみなす。  
３ この要領施行の際、現にある旧要領様式の規定による申込書等の用紙は、

当分の間、これを訂正して使用することができる。  
   

附 則  
（施行期日）  
１この要領は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団及び

公益財団法人の認定等に関する法律に伴う関係法律の整備等の関する法律（以

下「整備法」という。）第 121 条第 1 項において読み替えて準用する整備法第

106 条第 1 項に定める一般法人の設立の登記の日から施行する。  


